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創 ⽴ １９５０年８⽉１８⽇

上 場 市 場
東京証券取引所第１部
東京・大阪証券取引所第１部指定 2006年3月
東京・大阪証券取引所第２部上場 1989年4月

資 本 ⾦ １４５億７７百万円

発⾏済 株式総数 ４４,４３１,３８６株
（うち自己株式 807,868株）

営 業 拠 点 東京本店および５１ヵ店

従 業 員 数 1,003名（連結ベース）

ク レ ド

いちよし証券の概要（2016年３月末現在）

連結子会社 資本⾦ いちよし証券議決権⽐率

いちよし経済研究所 20百万円 90.0％

いちよしアセットマネジメント 490百万円 97.0％

いちよしビジネスサービス 240百万円 100.0％

当社グループ全体に占めるいちよし証券の⽐率は、
総資産⽐率96.3％、営業収益⽐率89.7％
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東 証

2016年3月期 30,827億円

2015年3月期 26,639億円

増減率 15.7%

ジャスダック

2016年3月期 702億円

2015年3月期 904億円

増減率 ▲22.3%105.00
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19,034円
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120.10円
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(4/1比較 ▲6.5％)
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(3/31)

14,952円
(2/12)

経営環境

105.83円
(5/3)
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第一部：決算の状況
2016年3月期決算報告（連結）



（単位：百万円）

2015年
3月期

2016年
3月期

前期比
増減率

前期比
増減額

2016年3月期

1Q 2Q 3Q 4Q

営 業 収 益 20,413 21,846 7.0％ 1,433 5,811 5,414 5,707 4,913

純 営 業 収 益 19,073 20,346 6.7％ 1,272 5,428 5,067 5,333 4,518

販 売 費 ・
⼀ 般 管 理 費 15,534 16,651 7.2％ 1,117 4,267 4,110 4,178 4,094

経 常 利 益 3,711 3,813 2.7％ 101 1,208 1,007 1,170 427

特 別 利 益 1,532 161 ▲89.4％ ▲1,370 49 88 4 18

特 別 損 失 78 35 ▲54.2％ ▲42 － 18 13 4

法 人 税 等 1,764 1,349 ▲23.6％ ▲415 437 400 428 82

親会社株主に帰属
する当期純利益 3,389 2,580 ▲23.9％ ▲809 817 674 731 356

１．収支の状況

投資有価証券売却益 156百万円 連結⽐率 ＝ 89.7：10.3
（営業収益ベース）

① 固定資産除却損 22百万円
② 投資有価証券売却損 9百万円
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（単位：百万円）

2015年
3月期

2016年
3月期

前期比
増減率

前期比
増減額

2016年3月期

1Q 2Q 3Q 4Q

受 ⼊ ⼿ 数 料 18,555 19,682 6.1％ 1,126 5,276 4,923 5,112 4,369

トレーディング損益 224 325 45.1％ 101 58 54 140 71

その他の営業収支 88 94 7.4％ 6 33 22 14 24

⾦ 融 収 ⽀ 205 244 18.7％ 38 58 66 66 53

合 計 19,073 20,346 6.7％ 1,272 5,428 5,067 5,333 4,518

２．純営業収益の内訳
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（単位：百万円）

2016年3月期 累計

① UBSグローバルCBオープン 390
② LM・オーストラリア毎月分配型ファンド 192
③ ピクテ･グローバル･インカム株式ファンド 172

投信募集額上位３銘柄 （単位：億円）（単位：億円）

2015年
3月期

2016年
3月期

前期比
増減率

前期比
増減額

投 信 募 集 額 2,397 2,253 ▲6.0％ ▲144

投 信 ・ ラ ッ プ 残 高 8,791 8,048 ▲8.5％ ▲743

2015年
3月期

2016年
3月期

前期比
増減率

前期比
増減額

2016年3月期
1Q 2Q 3Q 4Q

委託⼿数料の主な内訳

株 券 6,766 7,254 7.2％ 488 2,157 1,609 1,907 1,579

募集・売出し⼿数料の主な内訳

投 資 信 託 5,256 4,505 ▲14.3％ ▲750 1,354 1,273 925 951

引受け・売出し⼿数料の主な内訳

新 規 公 開 347 587 69.2％ 240 15 83 166 321

既 公 開 95 695 630.4％ 600 28 246 420 0

計 442 1,284 190.3％ 842 43 330 587 322

その他の受⼊⼿数料の主な内訳

投 資 信 託 ・ ラ ッ プ 4,941 5,425 9.8％ 483 1,414 1,389 1,363 1,258

そ の 他 784 780 ▲0.4％ ▲3 191 189 245 155

計 5,725 6,205 8.4％ 480 1,605 1,578 1,609 1,413

合 計 18,555 19,682 6.1％ 1,126 5,276 4,923 5,112 4,369

３．受⼊⼿数料の内訳
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① 給料・賞与 ＋355百万円
② 福利厚⽣費 ＋63百万円
③ 退職給付費用 ▲61百万円

2015年
3月期

2016年
3月期

前期比
増減率

前期比
増減額

取 引 関 係 費 1,611 1,922 19.3％ 311

人 件 費 9,177 9,494 3.5％ 317

不 動 産 関 係 費 1,833 1,863 1.6％ 29

事 務 費 1,716 2,150 25.3％ 433

減 価 償 却 費 437 422 ▲3.4％ ▲15

租 税 公 課 183 218 19.2％ 35

そ の 他 574 579 0.9％ 4

合 計 15,534 16,651 7.2％ 1,117

（単位：百万円）

４．販売費・⼀般管理費の内訳

① ⽀払⼿数料 ＋237百万円
② 広告宣伝費 ＋82百万円

① だいこう証券ﾋﾞｼﾞﾈｽ ＋365百万円
業務委託

② ﾔﾏﾄﾊﾟｯｷﾝｸﾞ業務委託 ＋36百万円

・事業税の外形標準課税 ＋35百万円
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2015年3月期 2016年3月期 前期末⽐増減率 前期末比増減額

資産の部
流 動 資 産 40,613 39,892 ▲1.8％ ▲721

固 定 資 産 7,628 6,701 ▲12.2％ ▲927

資 産 合 計 48,242 46,593 ▲3.4％ ▲1,648

負債の部
流 動 負 債 13,805 12,444 ▲9.9％ ▲1,361

固 定 負 債 561 406 ▲27.7％ ▲155

負 債 合 計 14,551 13,033 ▲10.4％ ▲1,518

純資産の部

純 資 産 合 計 33,690 33,560 ▲0.4％ ▲130

負債・純資産合計 48,242 46,593 ▲3.4％ ▲1,648

（単位：百万円）

５．貸借対照表

① 現⾦・預⾦ ＋1,702百万円
② 預託⾦ ＋643百万円
③ 信用取引資産 ▲3,145百万円

① 投資有価証券 ▲568百万円
② 有形固定資産 ▲199百万円
③ 退職給付に係る資産 ▲166百万円

① 預り⾦ ▲892百万円
② 信用取引負債 ▲356百万円
③ 受⼊保証⾦ ▲183百万円

① 繰延税⾦負債 ▲104百万円
② ⻑期借⼊⾦ ▲39百万円

① 利益剰余⾦ ＋565百万円
② 自己株式 ▲466百万円
③ 退職給付に係る
調整累計額 ▲149百万円

④ 有価証券評価差額⾦ ▲122百万円
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2015年3月期 2016年3月期 前期末比増減

⾃ ⼰ 資 本 ⽐ 率 （ ％ ） 69.4 71.5 2.1

1 株 当 た り 純 資 産 （ 円 ） 760.01 763.66 3.65

⾃ ⼰ 資 本 規 制 ⽐ 率 （ ％ ） 602.4 593.5 ▲8.9

1株 当 た り 当 期 純 利 益 （ 円 ） 77.52 58.88 ▲18.64

⾃⼰資本当期純利益率（ROE）(%) 10.3 7.7 ▲2.6

６．財務の状況

（単体）
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第二部：決算のハイライト
（増収増益の要因）



１．受入⼿数料
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受⼊⼿数料 2015年

3月期
2016年
3月期 増減率

信 託 報 酬 等 4,941 5,425 9.8％

投資信託の募集⼿数料 5,256 4,505 ▲14.3％

株 券 委 託 ⼿ 数 料 6,766 7,254 7.2％

引 受 そ の 他 ⼿ 数 料 1,592 2,497 56.8％

（単位：百万円）
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3月末
15,331口座

引受時
10,160口座

郵政３社株式預り口座数

2015年3月期 2016年3月期 増減率

稼動件数（月間平均） 6,362件 8,621件 35.5％

1件当たりの買付⾦額（⽉間平均） 392万円 344万円 ▲12.2％

（億円） （件）

中⼩型成⻑株
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３．投資信託の募集額と純増額

2015年3月期 2016年3月期 増減率

ラップ契約を含めた投信募集額 2,397億円 2,505億円 4.5％



４．ドリコレの残高拡大
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いちよしファンドラップ「ドリーム・コレクション（愛称：ドリコレ）」
◆2015年6月より取扱いを開始、現在はリピートオーダーが増加しております。
◆スモールセミナーの開催やヒアリングに基づいた提案書によるコンサルティング型の営業
スタイルが定着しました。

◆提案件数が増加するにつれ、契約件数も増加しております。

（億円）

■ ファンドラップ残高と提案・契約件数の推移
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信託報酬 +  ラップフィー
コスト（販売費・⼀般管理費）

※ コストカバー率 ＝

（百万円）
単体 連結

× 100
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◆ 安定収益の多様化と拡⼤によりコストカバー率50％を目指します。

※ コストカバー率＝その他受⼊⼿数料（受益証券）÷ 販売費・⼀般管理費 × 100
各社公表数値よりいちよし証券作成

2015年3月期 2016年3月期

いちよし証券 31.8％ 32.6％

あ証券 30.9％ 30.9％

い証券 24.6％ 28.2％

う証券 19.3％ 20.4％

え証券 14.0％ 14.7％

お証券 12.2％ 14.3％

か証券 13.2％ 12.7％

き証券 13.1％ 12.1％



６．主幹事会社数とシンジケート団参入会社数
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第三部：成⻑の基本戦略



『チャレンジ３』数値目標
（計画期間：2014年４⽉〜2017年３⽉末）

●預り資産 ３兆円 ●主幹事会社数 ５０社 ●ＲＯＥ １５％程度
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基本となるコア戦略（分散投資）を推進



当社の強み － ① コンプライアンス⼒（顧客満⾜度）

・1993年時点で上場していた証券会社であり、かつ⼤規模な合併をしていない証券会社（専業ネット証券会社を除く）。
・出所：情報誌に掲載された各社の預り資産額を抽出し、いちよし証券が算定。
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93/3末 98/3末 03/3末 07/3末 08/3末 09/3末 10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末 15/3末 16/3末

いちよし証券
Ａ証券
Ｂ証券
Ｃ証券
Ｄ証券
Ｅ証券
Ｆ証券
Ｇ証券

※1993年3月末の各社の預り資産を100として指数化したものです。 19,665億円

5,442億円

4,194億円

17,750億円

◆過去20年における預り資産の増加は業界トップの伸び率。
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預り資産はお客様からの信頼のバロメーター



当社の強み － ② いちよし経済研究所のリサーチ⼒

順位 証券会社名 アクセス
⽐率

1 いちよし経済研究所 33.41%
2 みずほ証券 10.81%
3 野村證券 9.04%
4 大和証券グループ 6.14%
5 東海東京調査センター 5.75%
6 三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券 5.74%
7 UBS証券 5.07%
8 メリルリンチ日本証券 3.43%
9 ＳＭＢＣ日興証券 3.31%
10 モルガン・スタンレーMUFG証券 3.06%

出所：J-MONEY2016Spring

■ フォロー企業のイメージ

全上場企業 約3,600社

（注）全上場企業数にREITを含む
出所：いちよし経済研究所

デイリーコメント企業数
約750社

レポート作成企業数
約630社

ユニバース企業数
約450社

レーティング企業数
約240社

■ 新興市場アクセス⽐率ランキング

◆ いちよしグループのリサーチ部⾨として、⽇本の中⼩型成⻑企業および新興市場企業に特化。
◆ 2015年ベストリサーチハウス・ランキング、新興市場部門で12年連続トップ。
◆ いちよし経済研究所には17名のアナリストが在籍し、定期的にフォローをしている銘柄数は約450社。
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当社の強み － ③ コーポレート・ガバナンス⼒

2015年JCGIndex 上位10位

■ JCGIndexとは

日本コーポレート・ガバナンス研究所（JCGR）が、2002年か
ら東京証券取引所第⼀部上場企業を対象に、毎年⾏っている調
査です。各企業のコーポレート・ガバナンスの状態を調査し、
どの程度満たしているか指標化（JCGIndex）したものです。
詳細はJCGRホームページをご参照ください。

http://www.cg-net.jp/jcgr/index.html

出所： 日本コーポレート・ガバナンス研究所
ランキングデータ：2015年12月１日公表

◆日本コーポレート・ガバナンス研究所が公表している「ＪＣＧインデックス」において総合2位、⾦融
機関では1位に選定。
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・コーポレートガバナンス・コード対応のコーポレート・ガバ
ナンス報告書を昨年11月に東京証券取引所へ提出いたしまし
た。
・当社は73項⽬あります全ての原則を実⾏しており、評価に繋
がっています。

http://www.cg-net.jp/jcgr/index.html


コア戦略 － ベース資産（投信・株式）をプラットホームとした分散投資

巨大なピラミッドを作る ＝ 土台となるベース資産を拡大する

※上図はイメージです。 *資産株とは…  「企業業績の安定性」「業績が伴った株主還元策」「株価推移の安定性（投機的ではない）」等、
⻑期で保有するための要件を満たしていると判断される銘柄群（当社選定基準）。

◆約900兆円といわれている現預⾦をメインターゲットとし、「ドリコレ」を核に据えた投信ベース資産と、資産株
の中⻑期運⽤による株式ベース資産に、アクティブ型投信や中⼩型株を組み合わせ、よりバランスの取れたポート
フォリオを提案します。

◆ベース資産を中核としてクロスセルを図ります。
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家計の現⾦・預⾦ 約900兆円

拡大投信ベース資産 株式ベース資産

投信アクティブ資産 株式アクティブ資産

ドリーム・コレクション
債券運用の投資信託

資産株*の中⻑期運⽤

拡大

（⽇本銀⾏資⾦循環より2016.4公表分）

51.8% 29.3%現⾦・預⾦ 保険・年⾦等株式等投資
信託

債券 その他

16.6%
2.2%



コア戦略 － いちよしの総合⼒を活かした商品開発

いちよし中⼩型成⻑株ファンド「愛称：あすなろ」
◆中⼩型成⻑株式の中から、個別企業の調査等に基づき、中⻑期的に投資魅⼒が⾼いと判断される
銘柄に積極的に投資する投資信託です。
◆いちよし経済研究所のリサーチ⼒といちよしアセットマネジメントの運⽤⼒を活⽤した投資信託
として、2016年6月6日より募集を開始いたしました。
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注目銘柄 TOPIX

■ いちよし経済研究所のアナリスト注⽬銘柄の累計パフォーマンス

（注）等⾦額投資を⾏い、全銘柄を毎⽉⼊れ替えた場合の継続パフォーマンス。
売買⼿数料、配当⾦を含まず。

出所：いちよし経済研究所

※2014年1月を基準（100）として指数化したものです。



第四部：コーポレート・ガバナンスと株主利益還元策



１．コーポレート・ガバナンスの取り組み

株主総会
・より多くの株主様にご出席いただくために2001年より株主総会を土曜日に、2005年より会場を
収容数の多いホテルにて開催しております。

・株主様とのコミュニケーションの場として、2002年より株主総会後に株主懇談会を開催してお
ります。

当社の主な取り組み

指名委員会等設置会社
・2003年6月に現在の指名委員会等設置会社である委員会等設置会社制度を導⼊しました。
・経営の意思決定・監督機能と業務執⾏機能が有効に機能するように分離されたガバナンス体制を
構築しております。

IR 活動
・2000年より機関投資家向け説明会を実施し、現在は第2四半期、第4四半期の決算発表後に開催
しております。

・2000年より個⼈投資家向け説明会を実施し、昨年は11月26日に東京にて個人投資家のための会
社説明会（「ジャパニーズ インベスター」誌・宝印刷㈱主催）に参加いたしました。

・2005年より海外機関投資家向け説明会を実施し、昨年は10月にニューヨーク、ボストン、シカゴ
の機関投資家を訪問しております。
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執行役会

経営の委任、
取締役の選任・解任

取締役会（6名）
社内取締役2名
社外取締役4名

株主総会

経営委員会（9名）
社内取締役2名
社外取締役4名
執⾏役常務1名
執⾏役2名

答申

諮問

報告
提案

報告

職務執⾏の委任、
選任・解任、監督

報告
提案

業務執⾏の委譲、
選任・解任、管理

執
行
機
能

経
営
機
能 監査委員会

（3名）

報酬委員会
（3名）

指名委員会
（3名）

執行役会

執⾏役3名
執⾏役社⻑

執⾏役員14名

議案の提出、
報告

内部統制委員会（4名）
社内取締役2名
社外取締役1名
執⾏役常務1名報告・提案

平成28年4月1日現在

各本部等

業務執⾏推進

執⾏役員制度導⼊（2009.2）
・少⼈数化による執⾏役の意思決定
スピードの向上

・執⾏役員による業務執⾏⼒強化

執⾏役会⻑

指名委員会等設置会社

２．コーポレート・ガバナンスの体制

諮問

執⾏役会
（5名）執⾏役による決議機関

・予算会議
・投資会議
・ＩＴ会議
・考課会議
・懲戒審査会議
・情報開示会議
・自主規制会議
・引受会議
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株主名 持株数
（千株）

持株⽐率
（％）

① 野村土地建物 5,298 12.14

② ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパ
ニー505223 2,331 5.34

③ NORTHERNTRUSTCO.(AVFC)REIEDUUCITS
CLIENTS NON LENDING15 PCTTREATYACCOUNT 2,262 5.18

④ RBCISBS/ADUBNONRESIDENT/TREATY RATE 
UCITS－CLIENTSACCOUNT 1,800 4.12

⑤ ⽇本トラスティ・サービス信託銀⾏（信託⼝） 1,215 2.78

⑥ ⽇本マスタートラスト信託銀⾏（信託⼝） 1,181 2.70

⑦ 野村総合研究所 879 2.01

⑧ ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパ
ニー505103 846 1.93

⑨ いちよし証券従業員持株会 460 1.05

⑩ ⽇本トラスティ・サービス信託銀⾏（信託⼝5） 453 1.03

合 計 16,729 38.35

1997年3月末 2015年3月末 2016年3月末

個 人 35.1％
（株主数 6,461名）

37.8％
（株主数 13,668名）

41.9％
（株主数 14,889名）

外 国 人 11.4％ 32.0％ 26.6％

信 託 銀 ⾏ 4.3％ 10.7％ 12.5％

（総株主数 6,894名） （総株主数 14,040名） （総株主数 15,215名）

1997年3月末現在 2016年3月末現在

外国人銀行 （注）持株⽐率は⾃⼰株式（807,868株）を控除して算出しております。

株主名 持株数
（千株）

持株⽐率
（％）

① 野村証券 2,928 5.00

② 三和銀⾏ 2,928 5.00

③ ⼤和銀⾏ 2,928 5.00

④ 東京三菱銀⾏ 1,989 3.40

⑤ ⽇本⻑期信⽤銀⾏ 1,724 2.94

⑥ 野村土地建物 1,550 2.65

⑦ 住友銀⾏ 1,308 2.23

⑧ 東洋信託銀⾏ 1,191 2.03

⑨ 野村総合研究所 1,100 1.88

⑩ 一吉証券従業員持株会 935 1.60

合 計 18,585 31.72

３．株主構成の推移
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中間配当 期末配当 記念配当

配当額・配当性向等の推移（１株当たり）

配当性向（除く記念配当） 29.5%
純資産配当率（DOE）

38.5% 43.2%
4.0% 3.7% 3.8% 4.1% 3.7%

41.0% 38.5%

配当性向20%程度

配当性向40%程度 or
純資産配当率（DOE4%）程度
配当⾦の⾼い⽅を採⽤

配当性向30%程度
中間配当を実施

配当性向40％程度は継続し、
ＤＯＥの⽔準については半年毎に⾒直す

配当性向（40%程度）と純資産配当率（半期2%程度）について
は、半年毎に算出する

51.6%（50.2%）※

４．株主還元 連結配当性向50%程度 or
連結純資産配当率(DOE)

(半期2%程度)
半年毎に配当⾦の⾼い⽅を採⽤

配当状況

自己株式の消却

（円）

記念配当
中間10円
期末10円

（2.2%）※

※16/3末については、中間配当につき配当性向、
期末配当につきDOEを採用
各々につき半期ベースにて計算した数値を記載

2915,497,700株合計

1,957,500株

1,699,200株

11,841,000株

＠673.03円

＠1,032.31円

＠264.55円

消 却 率

合計 27.9%

自社株買い／消却

自社株買い／消却

自社株買い／消却

4.2%

3.5%

20.2%

2008年11⽉〜2009年1月

2008年1⽉〜3月

1998年9⽉〜2004年1月

（参考）
2016年3⽉末発⾏済株式数 44,431,386株

（うち自己株式 807,868株)



５. 社会貢献活動
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国際環境ＮＧＯ

認定ＮＰＯ法人
世界の医療団

いちよし
学校建設プロジェクト

公益財団法人

プラン・ジャパン
特定非営利活動法人

ＡＭＤＡ社会開発機構

【いちよしプロジェクト活動報告】

"いちよし盲導犬" 育成
盲導犬

４頭が活躍中
（2005年〜2015年度）

【いちよしプロジェクト活動報告】

マラリア治療薬
約7,600人相当
（2009年〜2015年度）

【いちよしプロジェクト活動報告】

いちよしマングローブの森
プロジェクト
累計植林数

275,500本
（2009年〜2015年度）

【いちよしプロジェクト活動報告】

東アジア７カ国に10校建設
（1996年〜2015年度）



いちよし証券株式会社 広報室
TEL：03-3555-6343  FAX：03-3555-2165

http://www.ichiyoshi.co.jp

問い合わせ先
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